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研究成果の概要（和文）：本研究は，「エリアマネジメント」の概念を導入し，農山村の地域運営組織の実態に関して
（A）地域運営組織の対象とする適切なエリア（空間領域），（B）主体形成のためのネットワーク，について検討を行
い，農山村型エリアマネジメントの課題を考察した。その結果，小学校区をマネジメントの対象エリアとする地域運営
組織が多く，その中にある既存のコミュニティとの役割分担や，近隣の地域運営組織間の連携強化の課題が提示された
。さらに「土地の空洞化」に対するマネジメントの必要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：For discussing geographical problems about Area Management in rural Japan, this st
udy aimed to consider (A) appropriateness of areas managed by new rural governing organizations, and (B) w
ays of networking for establishing independence of new rural governing organizations. This study clarified
 that many new rural governing organization managed equivalent area with district of elementary school. Th
is result indicated needs for role-sharing arrangement between traditional community organizations in scho
ol districts and new rural governing organizations, and enhancing collaboration with neighboring new rural
 governing organizations. Additionally, new rural governing organizations will be asked to address issues 
about hollowing of land use.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2000 年代に入って以降，政策的には「地

域の自立」がますます強調され，もはや地域
運営における必要条件になった感がある。そ
の結果，補助金，交付金といった「最後の護
送船団」から解き放たれた，社会経済基盤の
弱い農山村地域では「地域の自立」を担うマ
ネジメント主体の形成が急務となり，行政が
主導する形で「まちづくり協議会」や「地域
振興協議会」などの制度的な地域運営組織が
設置されてきた。これらの地域運営組織は
「むらの空洞化」と呼ばれる集落機能の脆弱
化に対応する地域活動のマネジメント主体
の役割が期待され，活動主体たる住民の参画
を促し，住民参画による自立的地域運営が目
指されてきた。しかしながら現在の状況を俯
瞰してみると，加速度を増しつつある人口減
少・高齢化という「人の空洞化」から十分な
組織形成を行うことができず，地域運営組織
に期待されている「むらの空洞化」に対応す
る地域活動のマネジメントの役割が十分に
担えていない実態がそこにはある。 
ところで近年，都市では「エリアマネジメ

ント」の概念が積極的導入されて，主体的な
地域運営の取り組みを統合的に理解し，知見
を蓄積する動きがある。元々はアメリカの事
例を参考に民間ベースで取り組まれてきた
が，近年では国土交通省を中心に積極的な推
進が図られている。一方，農山村においては
「エリアマネジメント」の概念は未だ導入は
なされておらず，知見の蓄積は十分ではない。 
 
２．研究の目的 
本研究では，農山村の地域運営組織におけ

る実態解明と課題検討のため，「エリアマネ
ジメント」の概念を導入し，エリアマネジメ
ントにおいて重要とされている以下のポイ
ントから，地理学的視点を用いて課題分析を
行う。（A）ひとつは地域運営組織の対象とす
る適切なエリア（空間領域）の設定である。
行政主導でうまれてきたまちづくり協議会
などの地域運営組織は，公民館や自治会連合
会など，既存の地域組織の空間領域を無批判
に継承して発足しており，そのエリアがそれ
ぞれの地域運営組織のマネジメントに適し
ているかについては全く検討がなされてい
ない。（B）もうひとつは主体形成のためのネ
ットワークの編成である。エリア設定によっ
ては地縁などの既存のネットワークの領域
を超えた地域運営組織が望ましい場合があ
る。さらに農山村における地域運営組織と地
域外住民とのネットワークも増えており，こ
の点についても合わせて検討する。本研究で
導入する「エリアマネジメント」は非常に新
しい概念であり，都市計画学や建築学などに
おいて研究が進みつつあるものの，地理学に
おいて取り扱った研究は管見の限り見当た
らない。 
 
 

３．研究の方法 
本研究では，研究目的の（A）および（B）

に即して，以下（1）から（3）の内容で研究
を進めた。 
（1）まず本研究を進めるに当たり，その

基本情報に関して「農山村における地域運営
組織の設置状況調査」からはじめた。農山村
における地域運営組織の設置状況について
は総務省などの既往の資料からでは全容が
把握できないことが判明したため，大規模な
アンケート調査の必要性が確認された。その
結果，全国町村会や JC 総研，島根県中山間
地域研究センターなど関係機関の研究者と
も連携をしながらアンケート調査を行った。 
（2）次に「（A）地域運営組織の対象とす

る適切なエリア（空間領域）の設定」との関
係で地理情報システム（GIS）による地域運
営組織のエリア設定に係る基盤地図構築と
分析を実施した。地域運営組織の活動エリア
に関する地図情報は存在しないため，個別に
集める必要があったため（1）のアンケート
調査に合わせて収集作業を行うとともに，国
土数値情報などGISに利用できる既存のデー
タも活用して分析を行った。 
（3）最後に「（B）主体形成のためのネッ

トワークの編成」との関係で，各地域で活発
に活動する地域運営組織の概要を把握する
調査（主にインタビュー調査）を実施した。
鳥取県日南町，鳥取県倉吉市，熊本県氷川町，
宮崎県高千穂町，兵庫県多可町，新潟県長岡
市，山口県長門市，鹿児島県瀬戸内町，兵庫
県香美町などで調査を実施した。 
 
４．研究成果 
（1）地域運営組織への着目 
2000 年代以降の農山村は人口減少・高齢化

などに伴う既存の地縁組織（自治会など）の
弱体化（むらの空洞化）に加えて，市町村合
併に伴う「住民自治」の空洞化が進行した。
このような状況を踏まえて，「地域の自立」
を担うマネジメント主体の形成が求められ，
本研究で対象とする地域運営組織が誕生（設
置）が進んだ。 
地域運営組織への政策的期待としては，総

合性・革新性などの性格をもつ手作り自治区
（新しい農山村コミュニティ）としての期待，
国交省を中心に議論が進められる「小さな拠
点」の担い手としての期待として，本研究を
進めている研究期間においても高まってき
た。 
 

（2）地域運営組織の設置状況 
本調査で対象とする「地域運営組織」は，

「一定の活動領域（エリア）を対象に設置さ
れた，地域課題の解決やまちづくりなどを行
うほぼ全世帯を構成員とする組織，ならびに
地方自治法もしくは合併特例法に基づいて
設置された地域自治区・合併特例区」と定義
する。 
調査は郵送アンケート方式で行い，2012 年



11 月 1 日時点の 1742 市区町村（788 市・747
町・184 村・23 特別区）のコミュニティ政策
担当を対象に，2012 年 11 月 16 日に調査票を
発送し，数度の督促を経て 2013 年 3月 31 日
に最終締め切りを行った。回答市区町村は
1,290（回収率 74.1％）であった。その結果，
地域運営組織設置市区町村は 290（対回答比
22.5%），地域運営組織数は 3,647 で，内地域
自治区・合併特例区数は 225 であった。地域
的な分布としては，地域運営組織の設置が進
んでいるのが中国地方山間部・新潟・岩手・
愛知であり，逆に設置が進んでいないのが関
東（首都圏）・近畿南部・北海道・沖縄であ
った（図 1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 地域運営組織設置市町村の分布 
 
地域運営組織が設置されている市町村と

設置されていない市町村を比較した表が表 1
である。高齢化率などの差異は小さい一方で，
面積や農家数などの違いが見て取れる。つま
り面積が大きく，農山漁村的性格を有する市
町村で地域運営組織の設置が進んでいると
言える。 
 

表 1 地域運営組織設置市町村の特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
また地域運営組織のエリアの特徴を見て

みると表2のように小学校区を基本とするも
のが約半分を占めた。 
 

表 2 地域運営組織のエリア 
 
 
 
 
 
 
 
 

設置時期は全体の約42%にあたる1453の地
域運営組織が 2005 年から 2009 年の 5年間に
集中しており，平成の市町村合併がひと段落
した後の，地域への対応として誕生してきた
ことが調査結果からも読み取れた。 
活動内容は環境保全，防災・交通安全とい

った身近な日常的活動が多く，またイベント
などの活動も多くなっている。さらに地域づ
くり計画策定など地域づくりの中枢的活動
や伝統文化の保存伝承活動，福祉活動なども
約半数の地域運営組織が行っていることが
分かった（表 3）。特筆すべきは，一つの活動
ではなく，複数の活動を挙げる地域運営組織
が 3021（89.6%）にのぼり，地域運営組織の
活動志向が総合的であることが分かった。 
 

表 3 地域運営組織の活動内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）地域運営組織のエリアの特徴 
前記（2）のアンケート調査とあわせて地

域運営組織のエリア（活動領域）に関する調
査を実施した。具体的には，1742 市区町村の
コミュニティ政策担当に，地域運営組織の活
動対象エリアの紙ベースの地図作成と送付
を依頼した。その結果，農山村（過疎指定地
域）を対象に明確化できた地域運営組織のエ
リアのシェープファイル化を行い，GIS によ
る分析を可能にした。対象は 87 市町村 492
エリアとなった。 
この地域運営組織の活動エリア情報とし

て国土数値情報を用いて分析をした結果が
表 4および表 5である。まず表 4からは地域
運営組織の活動エリアの生活インフラ等の
状況を把握するために分析行ったものであ
る。まず行政機関の有無であるが，多くの場
合は町村役場等の本庁や支所がなく，行政サ
ービスを提供する施設が1つもないエリアが
265 エリア（53.86%）に及んだ。すなわち行
政サービスからの遠隔性がみられる。一方で，
公民館や集会施設などがあるエリアは 451
（91.66%）であり，地域運営組織の拠点とな
ると考えられる施設が存在していることが
多い。また地域運営組織のエリアは小学校区
を基盤としたものが多いにもかかわらず，小
学校が存在しないエリアも 28%ほどを占めて
おり，小学校統廃合が進んできているものと



考えられる。 
 

表 4 サービス・インフラの状況 
 
 
 
 
 
 
 

表 5 土地条件・土地利用の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また表 5からはエリアの土地条件・利用の

状況が分かる。標高が比較的高く，また森林
の割合が高いことから，中山間地域を中心と
する農山村での地域運営組織の広がりが大
きいことが読み取れる。 
 
（4）既存のコミュニティとの関係 
まちづくり協議会などの地域運営組織と，

自治会などの既存のコミュニティ関係につ
いては，各地域で活発に活動する地域運営組
織の概要を把握する調査（主にインタビュー
調査）の結果から検討を行った。 
まず小学校区や公民館区，昭和の合併前の

旧町村を活動エリアとする地域運営組織で
は，大きく分けると 2つのパターンが読み取
れた。1 つは自治会単位の活動が持続してい
る地域であり，このような地域では都市農村
交流など地域づくり活動は地域運営組織が
担う一方で，日常的な生活にかかわる活動は
自治会単位で行われる傾向がある。もう一つ
は自治会活動が弱体化している地域であり，
地域運営組織への地域活動の依存が大きく
なってきている。前者に比べて後者の方は高
齢化が急速に進んでいる山間地でその傾向
は大きい。 
次に平成の合併前の旧町村を単位とする

地域運営組織であるが，自主的に立ち上げら
れた地域運営組織（NPO 法人など）と，市町
村の合併の特例等に関する法律（合併特例
法）に基づく地域協議会（地域自治区）とに
分けられる。前者については自治会が機能し
ており，どちらかというと地域づくり活動に
特化するという役割分担の傾向がみられる。
後者は法的な規定に則って設置されている
ため制約が多い。そのため，本来であれば平
成の合併に伴う新市町村と，既存のコミュニ
ティとの間をつなぐ役割が期待されていた
にもかかわらず，必ずしもその役割を担えて
いない傾向もみられる。特に，自治会などの
既存のコミュニティの弱体化が進む地域で

は，地域協議会そのものの在り方を検討する
時期にきている。 
 
（5）農山村型エリアマネジメントの課題 
エリアマネジメントとは「地域における良

好な環境や地域の価値を維持・向上させるた
めの，住民・事業主・地権者等による主体的
な取り組み（国土交通省，2010）」とされ，
本研究の 2つのポイントである，（A）対象と
するエリア（空間領域）の設定，（B）主体形
成と既存の主体との関係性，が重要である。
その課題と，農山村型エリアマネジメントが
担うべきテーマを提示して，本研究のまとめ
としたい。 
まず（A）に関連してエリアの設定である

が，最も多かった小学校区などの単位では，
比較的活動が活発に行われてきたものが多
いものの，山間地を中心として近年の更なる
過疎化と高齢化が進行をしてきたため，活動
の担い手不足に直面している地域運営組織
も少なくない。また（B）に関連して，既存
のコミュニティとの関係でも，自治会などが
弱体化していくなかで地域運営組織への期
待が大きいが，前述の通り地域運営組織その
ものの担い手不足という課題に直面をする。 
このような状況の下で，今後，次の 2点を

進めていく必要があると考えられる。一つは
近隣の地域運営組織間の連携の強化であり，
活動内容によっては合同で行うことも含め
てその連携方法を検討する必要がある。もう
1 点は外部人材の導入である。総務省の「地
域おこし協力隊」をはじめ地域サポート人材
は既に市民権を得た感がある。このような外
部人材の活用は，単なる担い手の補充という
意味ではなく，上記した地域運営組織同士の
連携に向けたロードマップ作製など，その
時々の状況に応じた農山村型エリアマネジ
メントには，外部人材は必要な資源であると
言えよう。 
最後に，今後，農山村型エリアマネジメン

トにおける重要なテーマを提示する。農山村
において「ヒトの空洞化」と称される人口減
少と高齢化は土地利用の空洞化をもたらす
が，農山村はムラ・ノラ・ヤマの複合的な土
地利用の空間であり，それを基盤にして生活
を行ってきた住民（主体）の消失は，ムラ（集
落）では空き家，ノラ（田畑）では耕作放棄
地，ヤマ（森林）では放棄林を同時に発生さ
せる。したがって農山村における土地利用の
空洞化の影響は空間的には大きく，また相互
に連関した課題である。このような農山村の
空間的特性を念頭に置いた「土地の空洞化」
に対するマネジメントを検討する必要があ
る。 
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